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① 「伝え方検討会」報告書資料

② 大雨特別警報の切り替えにあたっての呼びかけのポイント

③ 大雨特別警報切り替え時の洪水への警戒呼びかけのながれ

（参考）「河川氾濫に関する情報」の伝達義務について

「防災気象情報の伝え方に関する検討会」報告書を受けた

大雨特別警報解除後の洪水への警戒呼びかけの改善
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① 大雨特別警報解除後の洪水への警戒呼びかけの改善

 大雨特別警報解除後の洪水への警戒を促すため、特別警報の解除を警報への切替と表現する

とともに、警報への切替に合わせて、最高水位の見込みや最高水位となる時間帯などの今後の

洪水の見込みを発表。

 警報への切替に先立って、本省庁の合同記者会見等を開催することで、メディア等を通じた

住民への適切な注意喚起を図るとともに、ＳＮＳや気象情報、ホットライン、ＪＥＴＴによる解説等、

あらゆる手段で注意喚起を実施。

 「引き続き、避難が必要とされる警戒レベル４相当が継続。なお、特別警報は警報に切り替え…」と

伝えるなど、どの警戒レベルに相当する状況か分かりやすく解説。

【令和２年出水期から試行的に実施】

メディア等を通じて住民へ適切に注意喚起警報への切替に合わせて洪水の見込みを発表

警報への切替に先立って本省庁の合同記者会見等を開催

することで、メディア等の協力を得て住民に警戒を呼びかけると

ともに、SNSや気象情報等あらゆる手段で注意喚起。

今後の洪水の見込みを発表し、引き続き洪水の

危険があること、大河川においてはこれから危険が

高まることを注意喚起。

イメージ

「防災気象情報の伝え方に関する検討会」報告書（令和2年3月31日）より
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② 大雨特別警報の切り替えにあたっての呼びかけのポイント

 大河川では、降雨が河川に流出するまでに時間がかかるため、令和元年東日本台風においても、

利根川などの大河川では、大雨特別警報が解除された後に下流部で最高水位に到達し、その

後氾濫が発生した事例もあった。

 特別警報解除後に避難先から帰った方がいるなど、大雨特別警報の解除が安心情報と誤解さ

れた可能性があったとの指摘を受けた。

 このため、大雨特別警報の解除にあたり、解除後も引き続き河川の増水に対する警戒呼びかけを

強化する必要がある。

 次の改善を令和２年出水期から実施する。

 大雨特別警報の解除が安心情報として受け取られないよう、大雨特別警報の解除を「警報へ

の切替」と表現の上、解除の際に、今後の洪水の見込みについて情報を発表。

 合同記者会見、SNSやホットライン・JETTによる解説等、あらゆる手段で注意喚起を実施。

 「引き続き、避難が必要とされる警戒レベル４相当が継続。なお、特別警報は警報に切り

替え…」と伝えるなど、警戒レベルを活用した解説を強化。

 加えて、大雨特別警報解除時に「大雨警報(土砂災害)の危険度分布」で「極めて危険」

（警戒レベル4相当）が継続している場合等には、引き続き厳重な警戒を呼びかける。

 これらの情報や解説を活用いただき、大雨特別警報が解除された場合であっても、適切に

危機感を伝えることが大変重要。
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都道府県や市町村
へのホットライン

③大雨特別警報切り替え時の洪水への警戒呼びかけのながれ

切替約数10分前 大雨警報へ切替（0時間）

本省庁による合同
記者会見

大雨特別警報から
大雨警報へ切替

「河川氾濫に関する
情報」の発表

令和元年台風第〇号に関する〇〇県気象情報 第〇号
令和〇年〇月〇日〇時〇分 〇〇気象台発表

大雨特別警報は大雨警報に切り替わり、大雨は峠を越えましたが、〇〇川、〇
〇川、〇〇川等では氾濫が発生するおそれがあるため、洪水への一層の警戒が
必要です。指定河川洪水予報をご確認ください。

令和〇年〇月〇日〇時〇分 〇〇気象台発表

〇〇県の注意警戒事項

【警報に切り替え】大雨は峠を越えましたが、
〇〇川、〇〇川、〇〇川等では氾濫が発生
するおそれがあるため、洪水への一層の警戒が
必要です。指定河川洪水予報を発表していま
すのでご確認ください。

=======================

※ 地方によっては地整・気象台の合同会見
も実施。

調整中の案
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⑨（参考）「河川氾濫に関する情報」の伝達義務について

河川氾濫に関する情報

市町村 報道機関

※ 水防法第10条第2項

※ 水防法
13条の４

A事務所 A地台

必要に応じ報道機関の協力
を求めて、これを一般に周知
させなければならない。

都道府県（各システム）

消防庁（J-Alert）
NTT（FAX）

指定河川洪水予報の位置付けで
発表するため伝達義務が発生

※ 気象業務法第15条第1項
※ 気象業務法施行令第8条第4項

直ちにその通知された事項を
関係市町村長に通知するよう
に努めなければならない。

※ 気象業務法
第15条第2項

※ 水防法第10条第2項

当該河川の状況を関係都道
府県知事に通知しなければな
らない。

関係市町村の長にその通知
に係る事項を通知しなければ
ならない。

直ちにその警報事項を消防
庁、都道府県、東日本電信
電話株式会社、西日本電
信電話株式会社の機関に
通知しなければならない。
（水防活動用洪水警報）

※ 水防法
10条第3項

直ちに水防管理者（市町村長
等）に通知しなければならない。

努力義務のみ

伝達義務が発生

 大雨特別警報解除時の警報電文に「河川氾濫に関する情報」の警報事項を内包させることに

より迅速かつ確実に伝達するため、伝達のための新たな措置は不要。

 市町村に対しては、水防法に基づき河川管理者からも伝達される。


